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はじめに

　平成 23 年２月から 12 月にかけて、生徒指導・進路指導研究センターは、各地の教育委
員会や小中学校を訪問し、生徒指導に関する国や都道府県の施策がどのように役立ってい
るのか、インタビュー調査を行ってきました。

　その中で強く印象付けられたことの一つは、小中学校と直接に関わりを持つ市町村教育
委員会の果たす役割の大きさでした。すなわち、不登校や長期欠席を減らすことに成功し
ている都道府県や市町村の場合には、都道府県教育委員会の施策もさることながら、市町
村教育委員会が適切かつ積極的な施策を責任を持って進めていることが、一つの特長とし
て浮かび上がってきたのです。

　恐らく、日本中のどの市町村教育委員会においても、不登校は重点的な取組課題として
位置付けられているはずです。しかしながら、実際に不登校や長期欠席を減らすことに成
功した市町村とそうでない市町村が存在しています。あるいは、不登校は減っていても、
長期欠席は減っていないという市町村もあります。

　適切かつ積極的な不登校施策に踏み切れた市町村とそうでない市町村を分けたものは、
一体、何なのか。それは不登校や長期欠席の問題に対する正しい情報や知識の有無にある
のではないかと、生徒指導・進路指導研究センターでは分析しました。そこで、今回の
Q&A 集では、市町村教育委員会を主たる対象と想定して情報提供を行うことにしました。

　各学校を指導・支援する立場にある教育委員会のみなさんに、不登校や長期欠席に関す
る基礎情報を正しく理解していただくこと、世間に流布されている様々な情報に惑わされ
ずに科学的な根拠に基づいて合理的な判断を行っていただくこと、そして、必要かつ効果
的な施策を速やかに講じていただくことがねらいです。

　Part 1 では、不登校を減らしていくという観点から、教育委員会として各学校にどのよ
うな取組を求めていく必要があるのかを ｢初期対応｣ と ｢未然防止｣ というキーワードで
解説しています。Part 2 では、その ｢初期対応｣ や ｢未然防止｣ を行う際に注意していた
だきたいこと、踏まえておいていただきたいことを解説しています。

　もちろん、これらの情報は都道府県レベルや政令指定都市レベルの施策にも有効なもの
です。従来の情報や知識を再整理し、施策の見直しに役立てていただければ幸いです。

　　平成 24 年 6 月
国立教育政策研究所　生徒指導・進路指導研究センター



Part 1
教育委員会は、
各小中学校に、
何を求めるか。

１新たな不登校を生ま
ない施策を ....4

「不登校になった児童生徒」に対する対応
だけでは不登校が減らないことを、実際
の数字に基づいて解説。各教育委員会で
も活用できるよう、計算方法についても
紹介。

２「初期対応」の取組
を求める ....8

新たな不登校を生まない取組の一つ、「初
期対応」の考え方と、具体的な進め方に
ついて解説。この方法の裏付けとなって
いる『中１不登校調査』のデータも紹介。

３「未然防止」の取組
を求める ...12

新たな不登校を生まないもう一つの取
組、「未然防止」の考え方と、その必要性
について解説。市町村教育委員会が学校
訪問する際の指導の参考になるポイント
についても、具体的に言及。
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——　この数十年間、都道府県や市町村教育委
員会の不登校に関する施策と言えば、不登校に
なった児童生徒をいかにケアしていくかというも
のでした。それは間違っていたというのですか？
　不登校になった児童生徒に対するケアは大切な

ことですから、これからも続けていく必要があり

ます。ただし、それを続けていくだけで不登校が

減っていくわけではない点については、十分に留

意していただく必要があると思います。

——　と、言いますと？
　不登校を減らすには、これまでの不登校児童生

徒を対象としたケアの施策とは切り離した、別な

施策を考えていく必要があるのです。そのことを、

まずはきちんと理解しなければなりません。

——　ケアを中心とした取組でも、不登校は減っ
ていくものだと思っていたのですが、違うので
しょうか？
　確かに、働きかけがうまくいき、登校できる児

童生徒が増えて、不登校の数字が減る場合もなく

はありません。しかし、必ずうまくいくわけでは

ないこと、かなりの努力をしても劇的に減るもの

ではないことなど、みなさんの方が強く感じてい

るのではないでしょうか。かと言って、無理に学

校に戻すようなことは、もちろん不適切です。

——　不登校を減らす目的で、ケアをする人材
を増やす、教員対象にカウンセリングの研修を行
う等の施策を行っている自治体は少なくありませ
ん。国の施策にしても、スクールカウンセラーの
配置など、ケアの施策が中心でした。
　ですから、そうした働きかけを否定しているわ

けではありません。不登校になった児童生徒のケ

ア自体は必要なことです。

　ただ、それを続ければ不登校が減るとか、今ま

で以上にケアを充実させていったら不登校が減

るといった考えは、現実的ではありません。それ

らの施策を続けるだけでは、不登校が大きく減る

ことは期待できないからです。

——　なぜ ｢期待できない｣ とまで断言できる
のでしょうか？　そうした取組で学校復帰でき
た児童生徒もいます。
　従来のケア中心の取組だけでは今の不登校の

高止まり状態を変えられない、ということです。

そうした施策だけで不登校数が減らないことは、

不登校の数字をよく見ていけば気付くはずです。

——　ケアに関わってきた専門家の意見を十分
に踏まえ、不登校児童生徒の気持ちや実態につい
てはよく見てきたつもりです。数字についても ,
それなりに見てきたつもりです。
　｢木を見るのではなく、森を見る｣ 視点が必要

なのです。しかも、同じ数字でも国や都道府県の

レベルで見ないと気付くのは困難だと思います。

学校レベルや小さな市町村のレベルで見ている

だけだと細かい部分がよく見えてしまうために、

かえって全体の判断を誤る可能性が高いのです。

——　「不登校の数字をよく見ていく」というこ
とを、分かりやすく、説明してください。
　図 1-1 を見てください。これは、平成 20 年

度と平成 21 年度の全国の不登校児童生徒総数の

推移を、内訳別に示したものです。左端の「平

成 20 年度末」と右端の「平成 21 年度末」を比

較すると、126,805 名の不登校児童生徒数が、

122,432 名になり、4,373 名減少したことが分

かります。

■ケアの発想の施策にとどまることな
く、新たな施策の提案が必要­

１新たな不登校を
　生まない施策を

不登校や長期欠席を減らしていくために
は、各学校が「新たな不登校を生まない」
取組を行うことが不可欠
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Part1：教育委員会は、各小中学校に、何を求めるか。

——　３．５％ほどの減少ですね。少しずつでは
あっても、ケアの取組が成果を上げている証

あか
しな

のではありませんか？
　重要なのは真ん中の「平成 21 年度当初（イメー

ジ）」の内訳です。青色の四角の 60,516 名は、

平成 20 年度からの不登校が継続している児童生

徒数（前年度からの継続分）です。

　そして、点線で囲まれた二つの四角の数字のう

ち、上の 42,427 名（前年度の中３卒業減少分）

は４月当初に確定している減少数、下の 23,862

名（前年度の中３以外学校復帰等減少分）は前年

度は不登校だったが４月当初からさほど休まず登

校し、３月末で欠席が 30 日未満だった数です。

——　それが、なぜ重要なのでしょうか？
　簡単に言うと、平成 21 年度の不登校の数字は、

前年度より 42,427 名減からスタートし、前年度

は不登校であった児童生徒が登校を続けられたこ

と等で更に 23,862 名が減少し、最終的に復帰で

きなかった 60,516 名が前年度から継続の不登校

児童生徒であったことを示しているからです。

——　それが、何を意味するのでしょうか？
　要するに、平成 21 年度の不登校児童生徒数は、

前年度不登校であった中３が卒業し、同じく不登

校であった中２以下の一部が学校復帰等したこと

で、実は半減していたはず、ということなのです。

——　しかし、実際には、半減どころか、ほぼ
前年度と同じ数の不登校児童生徒でした。
　問題はそこです。右端の図の薄い青色の四角に

示されているように、減った分とほぼ同じ数の新

たな不登校児童生徒（新規増加分）が生まれたこ

とで、前年度並みの数になったわけです。

　ケアに限らず、学校や家庭、本人の努力等の結

果、23,862 名が学校復帰等した一方で、その 2.5

倍以上もの新規不登校が生まれている。何が問題

で、何をすべきなのかは、明らかです。

——　「新たな不登校を生まない」施策が必要、
ということですね。
　そのとおりです。従来のケア中心の対応を今ま

で以上に頑張って 2.5 倍の新規増に匹敵する成果

をあげようとするのか、今まで見過ごされがちで

あった不登校にさせない対応を新たに始めること

で新規増自体を抑えようとするのかが、教育委員

会には問われていると考えてください。

図 1-1：全国の「不登校児童生徒数」の推移内訳 ( 国公私立小中学校の合計）
※平成 22 年 6 月及び平成 23 年 6 月発行の、文部科学省初等中等教育局児童生徒課『生徒指導上の諸問題の現状と文部科学省の

施策について』に掲載された数字に基づいて計算。図中の数字は実数。
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——　生徒指導・進路指導研究センターにはこ
うしたデータがあるかも知れませんが、教育委員
会にはありません。国に公表していただかない限
り、こうした事実に気付くことは困難です。
　そんなことはありません。図 1-1 に示した数値

は、一般に公開されている資料から計算したもの

です。インターネットでも公開されていますから、

誰にでも作成できる図です。

　反対に、都道府県や市町村の数値は、都道府県

や市町村がインターネット等で公開しない限り、

国の研究機関といえども入手できません。言い換

えれば、教育委員会は自分の地域の傾向について

は、自由に計算ができるのです。

——　しかし、複雑な計算を必要とするのでは
ありませんか？
　いいえ、簡単な引き算をするだけです。しか

も、準備するのはたった四つの数字だけです。平

成 20 年度から平成 21 年度の推移を計算する場

合の例を、紹介しておきましょう。( 右ページ参照 )

　御自分の県（都道府）の、

1. 平成 20 年度の不登校児童生徒数

2. 平成 20 年度の中３不登校児童生徒数

3. 平成 21 年度の不登校児童生徒数

4. 平成 21 年度の前年度からの継続児童生徒数

の 4 つを準備してください。

　右ページ上の①〜④の下線箇所に、四つの数字

を書き込みます。次に、指示に従って⑤〜⑦の数

字を求めます。そして、右ページ下の図の該当箇

所に転記します。これで完成です。

——　余りに単純なのでびっくりしました。
　後は、学校復帰減少分（⑥）と新規増加分（⑤）

を比較して、どのような施策が足りなかったのか

を判断していただくだけのことです。

　ちなみに、不登校の施策については、本来なら

ば長期欠席全体の数字で議論するのが好ましいの

ですが、詳細な数字がないため、ここでは不登校

の数字だけを用いています。

——　過去のデータについても同じように見て
いけばよいのですか？
　記録さえ残っていれば、同じことができます。

平成 21 年度から平成 22 年度の推移や、平成 19

年度から平成 20 年度、平成 18 年度から平成 19

年度等を同じように計算してみると、自分の県（都

道府）の施策にどのような課題があるのかが、よ

り明確に見えてくるでしょう。

——　この方式は、市町村でも使えますか？
　基本的には、何も変わりません。市町村は、都

道府県に報告する以前のデータをお持ちのはずで

す。ただし、余りにも人口規模の小さな ( 児童生

徒数の少ない ) 自治体では、個別の児童生徒の影

響が大きく反映されるので、はっきりとした傾向

は見えにくいかも知れません。

——　新規増加分の影響の大きさに気付けば、
自ずから「新たな不登校を生まない」施策の必要
性にも気付く、ということでしょうか？
　そのとおりです。昔ながらの生徒指導や教育相

談の発想、すなわち問題が起きてからその解消や

解決を図るといった発想でいる限り、不登校や長

期欠席の数が大きく減ることは期待できません。

　

——　具体的にはどのような施策が有効なので
しょうか？
　それは、各教育委員会が学校や地域の実状に合

わせて判断していくことです。ただし、何が適切

な施策かを判断する上で必要となる基礎的な情報

については、Part 2 でお話ししたいと思います。

——　「不登校の基礎情報」、ですか？
　不登校問題に関する施策の中には、さしたる根

拠のないままなされているもの、成果が認められ

ないのに続けられているものなどが少なくありま

せん。情報不足や知識不足、不確かな情報の安易

な広がりが原因と思われます。それらを整理して

いただくための基礎情報をお伝えします。

■都道府県や市町村は、自前のデータ
で現実を直視し、適切な施策を
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Part1：教育委員会は、各小中学校に、何を求めるか。

★自分の県 (都道府 )や市の不登校児童生徒数の状態を、把握してみよう。

１．平成 20 年度の不登校児童生徒数	 ①　　　　　　　

２．平成 20 年度の中３不登校児童生徒数	 ②　　　　　　　

３．平成 21 年度の不登校児童生徒数	 ③　　　　　　　

４．平成 21 年度の前年度からの継続児童生徒数	 ④　　　　　　　

５．平成 21 年度の新規増加分　※計算③−④	 ⑤　　　　　　　

６．平成 21 年度の学校復帰分等　※計算①−②−④	 ⑥　　　　　　　

７．平成 20 年度からの増減分　※計算③−①	 ⑦　　　　　　　

注：⑦の値がプラスの場合には、下図の右端の図が変わる
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——　「新たな不登校を生まない」施策の必要性
は分かりました。しかし、以前、精神科医でもあ
る大学教授が『不登校は誰がなってもおかしくな
い。だから予測はできないし、未然防止もできな
い』と話すのを聞いた記憶があるのですが？
　私も、会議の席上で同じような発言を聞いたこ

とがあります。しかし、その趣旨は、不登校になっ

た児童生徒には不登校の原因となるような個人的

特性があるわけではないので診断や検査等による

予見はできない、というものだったと思います。

——　やはり、不登校になりそうな児童生徒は
予見できない、ということなのですか？
　いいえ、診断や検査によらない予見ができます。

——　しかし、それは難しいのではありません
か？
　誰にでも簡単にできる方法です。ただし、その

中身を聞くと、がっかりするかも知れません。

——　どういう方法なのでしょう？
　そもそも、不登校や長期欠席というのは、年間

で 30 日以上の欠席が見られた場合を問題にして

います。つまり、欠席し始めたらいきなり不登校

として扱われるわけではありません。休み始めて

から少なくとも１か月半以上は、対応できる時間

があるのです。その間に、不登校になりそうかど

うかを判断することはできるはずなのです。

——　なるほど。よく分かりましたが、少しがっ
かりもしました（笑）。しかし、１日や２日くら
いなら、ちょっとした病気でも休みます。同じよ
うに休んでいても、その後、不登校にまでなりそ

うかどうかを見分けられると助かります。
　それも、かなりの確率で「できる」と言えます。

——　それにはカウンセリング等の専門的な知
識や技能、ベテラン教師の経験や勘、市販の心
理検査などが必要になるのでしょうか？
　いいえ、そういったものは不要です。そもそ

も、一目見ただけで児童生徒を見分けようといっ

た類いの話ではありませんし、そんな必要もな

いはずです。

　準備する必要があるのは、前年度までの出欠

状況の記録です。例えば、前年度に 30 日以上の

欠席があった児童生徒の場合には、今年度も休

む可能性は高いと考えられます。休み始めたら、

即、対応を開始した方がよいと判断できます。

——　何か、当たり前のような話ですね。
　今でこそ当たり前の話と言えますが、ほんの

10 年ほど前までは、ほとんどの学校や教育委員

会に、前年度までの欠席日数を活用するという

発想はありませんでした。

——　なぜ、思い付かなかったのでしょうか？
　いろいろと考えられますが、当時は、「不登校

は心の問題だから、心の専門家の言うとおりに

するのがよい」といった雰囲気が根強かったた

めではないでしょうか。

　先の「未然防止はできない」発言にしても、「登

校刺激を与えるべきでない」発言にしても、多く

の学校関係者が信じ込んでいました。その結果、

欠席が 30 日を超えるまで何もせず、超えてから

専門家に相談するようなこともあったはずです。

——　しかし、同じ学校内ならともかく、転校
したり、小学校から中学校に進学する際など、不
登校関係の情報は伝わりにくいでしょうね。

■不登校が確定するまでには、１か月
半の時間的な余裕がある

２「初期対応」の
　取組を求める

各学校が、早期発見・早期対応（＝「初
期対応」）の取組を速やかに、かつ適切
に進めるよう促す
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Part1：教育委員会は、各小中学校に、何を求めるか。

　中 1 で不登校が急増する背景の一つは、そこ

にあります。今では、小中連携が進められたり、

市町村教育委員会が欠席関連のデータを集めてい

たりなどして、状況は改善されつつありますが…。

——　いわゆる「中 1 ギャップ」の話ですね。
　そうです。ただし、この「中 1 ギャップ」の

話については、様々な誤解が広がっていますので、

Part 2 でじっくりとお話しすることにします。

——　「新たな不登校を生まない」ためには、前
年度までの欠席情報を活用して未然防止を図れば
よい、という理解でよいでしょうか？
　少し、違います。「不登校を生まない」取組には、

大きく分けると「未然防止」と「初期対応」の二

つがあるからです。ここまでの話（前年度までの

不登校情報の活用）は「初期対応」の話ですので、

｢未然防止｣ はまた別の話だと考えてください。

　ただし、人によってはここで言う「初期対応」

のことを「未然防止」と表現してしまっている場

合もあるようですので、注意は必要です。

——　何か、ややこしそうですね。
　そこが、不登校や長期欠席の問題が、他の問題

と大きく異なる点です。そもそも「早期発見・早

期対応」というのは、起きてからの対応のことで

す。つまり、一般的な問題行動の場合なら、「未然」

と表現できないことは明白です。

　ところが、不登校や長期欠席の場合には、先

にも述べたとおり、確定するまでに少なくとも 1

か月半かかります。ですから、休み始めた後に開

始した対応でも、欠席日数が 30 日を超えるまで

は「未然」と言えなくはありません。

——　なるほど。
　そこで、休み始めたら速やかに対応するという、

一般的に言う ｢早期発見・早期対応｣ については

「初期対応」と呼ぶことにし、「未然防止」とは区

別して考えるようにする方がよいと思います。

　とりあえず、「未然防止」の話は後回しにして、

「初期対応」の話を進めていきましよう。

——　前年度に不登校だったかどうかは、いわ
ゆる「問題行動等調査」でも調べています。この
情報を活用するということでしょうか？
　確かに前年度の情報は一番重要です。しかし、

「問題行動等調査」の数字だけでは駄目です。

　５年生のときには 30 日以上欠席していたけれ

ども６年生のときには 30 日未満だった、という

ような児童の情報が抜け落ちるからです。また、

「不登校」だけでなく、長期欠席のほかの分類、「病

気」「経済的理由」「その他」を理由とする欠席や、

保健室登校等の別室登校についても、次年度以降

の不登校や長期欠席には影響してきます。

——　「不登校」以外の欠席日数についても考慮
するのですか？
　そうです。理由は何であれ、小学校に来ていな

かったという事実は、少なからず中学校での欠席

に影響を及ぼします。教室に入れなかったという

場合や著しい遅刻・早退についても考慮した方が

よいことは、言わずもがなです。

　不登校や長期欠席の実態をよく見ていけば、統

計上の分類を機械的に現実の対応に当てはめるの

では不十分なことに気付くはずです。国が求める

から調べるというのでなく、自らの施策に必要な

情報を自ら収集するという姿勢が重要なのです。

——　どんな情報を集めればよいのでしょう？
　平成 13 〜 15 年度に実施された､ 生徒指導研

究センターの『中 1 不登校調査』（巻末の資料一

覧参照）は、こうした情報活用の先駆けです。中

１で不登校が増える背景に小学校時代の欠席が関

わっていると考え、調査・分析を行いました。

　具体的には、小４からの欠席や遅刻・早退の状

況と、中１の月別欠席日数との関連を調べました。

中学校の対策を考えるなら、遅くとも小学校高学

年時の状況は知りたいし、3 年前までならさ遡れ

ると判断しました。そして、「不登校相当」とい

う指標を考えました。

■どんな数字を、どのように活用してい
くのか­



10

——　「不登校相当」…、ですか？
　『学校基本調査』で言うところの「不登校」で

はないけれども、中学校の不登校や長期欠席に影

響するであろう要因の日数を合計して 30 日以上

になったものについて「不登校相当」と呼んでい

ます。（下の表 2-1 参照）

　例えば、欠席は少ないけれども遅刻や早退の日

数が 80 日を超えているといった児童生徒も、「不

登校相当」として扱っていく方が不登校問題の実

態に寄与するという考え方です。

——　この情報を、どのように「初期対応」に
役立てるのですか？
　下の表 2-2 に示すような形で、「不登校経験あ

り」群や「不登校経験なし」群等のように分類し

ていきます。ここで示したのは中学校 1 年生の

例ですが、他の学年についても同様です。

　そして、「経験あり」群に分類された児童生徒

については、1 日か 2 日休んだだけでも教職員が

対応できるように準備をします。反対に、「経験

なし」群の場合には、連続して休むようでなけれ

ば様子を見ても大丈夫と考えていただいて良いと

思います。そうしないと、学校も大変です。

——　「経験あり」群か否かを知ることによって、
「初期対応」に移るタイミングや対応の仕方を変

える、という理解でよいでしょうか？
　そういうことです。『中 1 不登校調査』で得ら

れた知見については、右ページに示しておきまし

た。そうした知見に基づいて『中 1 不登校調査』

の中間報告で提案した取組が、以下の①〜③の取

表 2-1：「不登校相当」・「準不登校」の基準
区　　分 小学校４～６年の各学年の状況

「不登校相当」  欠席日数＋保健室等登校日数＋ ( 遅刻早退日数÷ 2) ＝ 30 日以上
「準不登校」  欠席日数＋保健室等登校日数＋ ( 遅刻早退日数÷ 2) ＝ 15 日以上 30 日未満

表 2-2：小学校時の欠席状況の分類とその基準
区　　分 小学校４～６年の３年間を通じての状況

「不登校経験あり」群  ・３年間の間に一度でも「不登校相当」に該当した者
 ・３年間とも「準不登校」に該当した者

「不登校経験なし」群  ・３年間とも「不登校相当」、「準不登校」のいずれにも該当しなかった者
「情　報　な　し」群  ・小学校からの情報提供（小６時のもの）がなかった者
「中　　　　　間」群  ・上記以外の者

組です。（中学校の場合）

①基礎的情報の収集と分類

　1）新中学１年生の全生徒について、小学校４～６

年生時の欠席状況の情報を入手（３月末）

　2）「経験あり」群、「経験なし」群等に分類（４月初め）

②対人関係への配慮

　1）学級編成を工夫する（４月初め）

　2）学級開きでゲーム等も交えた自己紹介（４月初め）

③チームによる対応

　1）「経験あり」群の場合、早期に（例えば、累積欠

席日数が２日になった時点で）対応チーム（生

徒指導主事、養護教諭、学級担任、スクールカ

ウンセラー等）発足

　2）本人や保護者との対応、その反応等を記した個

人記録票を作成

　3）スクールカウンセラー等による見立て（情緒的

混乱か否か）と、対応責任者の決定

　4）週に１回程度のチーム会議

——　上の①〜③の取組が「初期対応」、という
理解でよいですか？
　そうです。小学校の場合にも、同じように考え

ていただいて結構です。

　なお、3 年間の欠席日数等の代わりに、小 1 か

ら前年度までの「累積 30 日の欠席日数等」を指

標にしている自治体もあります。小学校からの早

めの対応を考える際には、有効な考え方です。ま

た、より簡便な指標として小６時の 10 日以上の

欠席日数を基準にし、中学校の速やかな対応を求

めている自治体もあります。
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Part1：教育委員会は、各小中学校に、何を求めるか。

★「中１不登校調査」が明らかにしてきたこと

１．中学校 1 年生で不登校になった児童生徒の半分が、「不登校経験あり」群

図 2-1：中 1不登校生との小学校時の欠席状況（平成 13 年度）

　小学校時に欠席や遅刻早退等の目立たなかった児童が、中学校 1 年生になっていきなり「不登校
になる」割合は、20 〜 25% 程度にとどまる。「不登校」という基準で見ると小６と中 1 の間には大
きなギャップ（不連続）が存在するかのようであるが、「不登校相当」という基準で見ると、むしろ
連続性に注目した方がよいことがわかる。

２．「経験あり」群と「経験なし」群では、休み始める時期が異なる

図 2-2：小学校時の状況別、欠席日数 30 日以上の生徒の割合の推移（平成 13 年度）

　「経験あり」群の場合には中 1 の 7 月までに欠席日数が 30 日を超える生徒が 50％を占めている
のに対し、「経験なし」群の場合には 10％に満たない。しかも、この傾向は、不登校になった「きっ
かけ」や「継続している理由」とは関係がない。4 〜６月くらいまでは、「経験あり」群に対する「初
期対応」を中心に取り組むよう勧めているのは、こうした結果を踏まえてのことである。

※ 10 〜 11 ページの図表は、国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター『中１不登校生徒調査（中間報告）［平成
14 年 12 月実施分］－不登校の未然防止に取り組むために－』平成 15 年８月、から引用・作成した。
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——　では、「未然防止」というのは、どのよう
に行えばよいのでしょうか？
　『中 1 不登校調査』の中間報告では、先に紹介

した①〜③に続いて、次の提案がなされています。

④対人関係の改善

　1）苦手意識の克服　

　2）自己有用感・自己存在感の獲得

⑤学習面の改善

　1）「分かる」授業の実施

　2）習熟度別・少人数の授業の実施

——　「対人関係」はわかりますが、「学習面」
もですか？
　「不登校は心の問題」という発想を捨て､ 現実

の児童生徒の姿を見てください。先に紹介した『中

1 不登校調査』でも、中 1 で不登校になった生徒

の学力が低いという調査結果が示されました。

　欠席が多かったために学力が低い場合も考えら

れますが、学力が低いことで不登校になるという

場合も考えられます。例えば、「非行・遊び」型

と呼ばれる不登校は学力不足が背景にある可能性

が高いことが、調査結果から窺
うかが

えます。

——　となると、「集団づくり」と「授業づくり」
を進めることが、「未然防止」ということですか？
　基本的には、そうした理解で結構です。右ペー

ジに示した『中 1 不登校調査』の中間報告書の

記述が参考になるでしょう。その中にもある「魅

力的な学校づくり」を進めることが大切です。

——　「学校づくり」…、ですか？　「学級づくり」
の間違いではないですか？

　「学校づくり」を進めるということの中には、

当然のことながら「学級づくり」も含まれます。

しかし、あえて「学校づくり」と強調している

のには、二つの理由があります。

　一つ目は、「学級担任が各自で頑張ればよい」、

「うまくいかないとすれば学級担任の責任」とい

う発想に陥ってほしくないからです。

——　特に小学校ではそうした傾向が強く、な
かなか学校全体の問題として取り組めていない
現状があることは確かです。
　二つ目は、「学級づくり≒集団づくり≒ゲーム

やエクササイズ」という発想で、取組を矮
わい

小
しょう

化

してほしくないからです。

——　と、言いますと？
　例えば、年に数時間程度のエクササイズやス

キル訓練を行えば「集団づくり」になり、「学級

づくり」も完成し、「不登校の未然防止」にもなる、

と信じる人が増えていることが気になります。

——　そう考えるのは間違いなのでしょうか？
　間違いというより、そうした取組で実際に児

童生徒の変化が確認できたとするデータは、こ

れまでに公表されたことがありません。

　反対に、中１で不登校にさせないねらいで小６

にスキル訓練を行ったが、不登校抑止効果はな

かったという報告ならあります。*1　また、社会

性育成の研究でも、学級単位でゲームやエクサ

サイズを月１回程度実施し続けた事例において、

児童に社会性の変容は見られなかったという報

告があります。*2

■｢心の問題」としてのみ不登校を捉え
る姿勢を改める

*1　神村栄一「中学校進学後 20 ヶ月の学校適応に及ぼす学校高学年
からの社会的スキル訓練の効果（科学研究費補助金報告書）」平成
21 年 5 月

*2　国立教育政策研究所生徒指導研究センター『「社会性の基礎」を
育む「交流活動」・「体験活動」－「人とかかわる喜び」をもつ児童
生徒に－』平成 16 年 3 月

３「未然防止」の
　取組を求める

各学校が、少しくらいのことでは学校を
休まない児童生徒が育つよう、「魅力あ
る学校づくり」を目指すよう促す
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Part1：教育委員会は、各小中学校に、何を求めるか。

■「魅力ある学校づくり」とは、具体的
にはどのようなものなのか

○対人関係の改善

　　対人関係の改善では、人と関わることの苦手意識を克服させたり、他人との関係の中での自己の存在を感じと

らせたりすること、が求められよう。例えば、他人と協力して作業をするような機会を与える、場を設定する、

などが考えられる。

　　ただし、対人関係についての苦手意識が強い生徒には、同級生との関わりの方が負担になることも少なくない。

それゆえ、学級という単位にこだわることなく、異学年交流の機会や、小学生との交流、職場体験活動、等をう

まく利用することを考えていくべきであろう。

　　協力者会議の報告（注：不登校問題に関する調査研究協力者会議『今後の不登校への対応の在り方について（報

告）』平成 15 年 4 月）にもあるとおり、「心の居場所」の確保にとどまることなく、主体的な学びを進め、共同

の活動を通して社会性を身に付ける「絆
きずな

づくりの場」としての魅力ある学校づくりを目指す、という視点を明確

にして、学校行事や体験活動の機会を積極的に活
い

かして対人関係の改善を図り、自己有用感・自己存在感を生徒

自身に感じとらせるような教育活動を準備していくことが望まれる。

○学習面の改善

　　不登校に関しては、学習の問題よりも「心の問題」という側面がクローズ・アップされがちであったが、きめ

細かい教科指導の実施や学ぶ意欲を育む指導の充実は、未然防止には欠かせない取組と言ってよい。「分かる授業」

を実施したり、補充指導の充実を図ったりする等、基礎・基本の確実な習得のためのきめ細かな指導を推進して

いくことが重要である。

　　また、学力の補充に関しては、習熟度別の授業や、少人数の授業等の工夫を行うことも考えられる。大切なことは、

「分かる」という充実感や達成感を与え、学習指導要領に示す基礎・基本を確実に身に付けさせることである。

※ 10、12 〜 13 ページの斜体字の記述は、国立教育政策研究所生徒指導研究センター『中１不登校生徒調査（中間報告）［平
成 14 年 12 月実施分］－不登校の未然防止に取り組むために－』平成 15 年８月、から引用した。

——　学級単位の取組には期待できないと？
　最初から学級という単位に限定しなくともよい

はず、と考えています。むしろ、６年間なり３年間、

あるいは９年間の見通しのもとに、児童生徒が喜

んで通い、成長することのできる「学校（中学校

区）づくり｣ を進めようとすれば、｢学年づくり｣

や｢学級づくり｣の在り方も、見えてくるはずです。

①学級や学校をどの児童生徒にも落ち着ける場所

にしていくこと（→ ｢居場所づくり｣ を進める）

②日々の授業や行事等において、全ての児童生徒

が活躍できる場面を実現すること（→ ｢ 絆
きずな

づ

くり｣ を進める）

——　これは、「集団づくり」だけでなく、「授
業づくり」でも同じということでしょうか？
　全ての児童生徒が、日々の学校生活を安心・安

全に過ごせているのかどうか。それは、生活面だ

けでなく、学習面においても言えることです。「授

業中、先生から指されないか不安だ」とか、「間違っ

たことを言って笑われたらどうしよう」というこ

とでは「魅力ある学校」とは言えません。

　また、行事等はもちろん、授業においても、全

ての児童生徒が活躍できているのか。そうした場

面をつくるような授業の組立て、授業の進め方を

——　「学校づくり」にこだわる理由は分かりま
した。それを進める際のポイントについて、説明
してください。
　簡単に言うと、次の 2 点を心がけて ｢集団づ

くり｣ や ｢授業づくり｣ を進めていくこと、と理

解していただければよいと思います。
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——　何が一番の問題なのでしょうか？
　「学校や地域社会といった本来社会性を育成す

る場で社会性が育まれにくくなっている」＊１ と

いう指摘が、きちんと受け止められていない点で

はないでしょうか。

——　確かに年齢相応の社会性が身に付いてい
ないという感じは受けます。しかし、それは発達
障害等のせいもあるのではないですか？
　障害の有無とは関係なく、地域や家庭の教育力

が低下し、幼いまま入学してくる児童生徒が増え

てきていることを直視してほしいと思います。

——　「小１プロブレム」と言われたりしますね。
だからこそ、スキル訓練等を導入しているのだと
思いますが？
　そこに大きな誤解があるように思います。

　例えば、生活スタイルの変化によって ｢基礎体

力の低下｣ した児童生徒が増えたとします。人々

がこの問題を認識するのは、｢運動ができない児

童の増加」という現象に直面したときでしょう。

しかし、その原因を「運動能力の欠如」と考えて

しまい、｢技能の特訓｣ という対策を講じたとし

ます。問題は解決すると思いますか？

——　そもそもの問題が「基礎体力不足」とい
うことなら、｢技能の特訓｣ の成果は余り期待で
きそうにありませんね。
　そのとおりです。技能の特訓により、多少は体

力が付く可能性はありますが、反対にますます運

動嫌いになる可能性もあります。

■基礎や土台となるところから育むこ
とが必要

しているのか。一部の元気のよい児童生徒だけが

中心で、残りの児童生徒は後を付いていく…、と

いうのでは ｢魅力ある学校｣ とは言えません。

——　不安のある児童生徒や、誰かの陰に隠れ
がちな児童生徒にも気をつけているつもりです。
休み時間に話しかけたり、スキル訓練もそうした
子供に焦点を当てたりと…。
　問題のありそうな児童生徒に「個別対応」を行

うことで解決を図るという発想になった時点で、

既に「未然防止」とは別の取組になっていますね。

——　そう言われてしまうと、何を、どうすれ
ばよいのか、正直、分からないのですが？
　問題点を直すことで解決を図るという「治療」

の発想ではなく、問題を起こさない子供に育って

いくような「教育」の発想で働きかけることが ｢

未然防止｣ の基本です。

　また、学校生活の中で圧倒的に大きな割合を占

める授業場面を改善しないで、別な時間で対処し

ようという発想も、やはり問題です。

——　問題なことは分かります。しかし、何か
画期的なアイデアでもあるのでしょうか？
　この数十年間の不登校をめぐる混乱は、目先の

問題に対して即効性がありそうな手法、｢対症療

法」的な手法を追い求めてきた結果、とも言える

のではないでしょうか。

　一部の児童生徒にだけ問題があるなら、個別対

応で解消するのは合理的です。ところが、そうし

た児童生徒が少しずつ増えてきたために個別対応

の割合を増やし、更に増えたので、更に個別対応

を増やす方向に進んだ。そして、次々と新たな手

法に飛び付く風潮が生まれてきました。

——　しかし、問題は一向に解消していない…。
　そうです。むしろ、そうした「対症療法」的な

手法に時間や手間を割くことに気をとられ、なさ

れるべき「授業づくり」や「集団づくり」がおろ

そかになりがちで、事態を一層悪化させていった

可能性が高いのではないでしょうか。

——　｢授業づくり｣や｢集団づくり｣についても、
「基礎体力」に相当するところから始める必要が

ある、ということでしょうか？
　そのとおりです。例えば、不登校の多い中学校

*1　少年の問題行動等に関する調査研究協力者会議『心と行動のネッ
トワーク』平成 13 年４月
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Part1：教育委員会は、各小中学校に、何を求めるか。

★「魅力ある学校づくり」を進めるヒント
　　　　（生徒指導・進路指導研究センターの刊行物から）
１．『生徒指導リーフ Leaf.1 生徒指導って、何？』
２．『生徒指導リーフ Leaf.2 ｢ 絆

きずな
づくり｣ と ｢居場所づくり｣』

３．『生徒指導リーフ Leaf.3  発達障害と生徒指導』
４．『問題事象の未然防止に向けた生徒指導の取り組み方』
５．『子どもの社会性が育つ「異年齢の交流活動」－活動実施の考え方から教師用活動案まで－』

区の小学校を訪問する中で気付いたことがありま

す。それは、「授業を受ける姿勢が身に付いてい

ない」ということです。

——　授業態度が生意気とか、自分勝手とか、
授業中の立ち歩きとかでしょうか？
　そうではありません。文字どおり、｢姿勢｣ の

問題なのです。足を投げ出す、椅子でシーソーを

漕
こ

ぐ、椅子の上で立て膝をする…。

　しかし、不思議なことに、そうした小学校の先

生方は、これらを問題にしません。慣れてしまっ

たのか、諦めてしまったのか…。教室の前の壁に

は、｢正しい姿勢｣の掲示物があるにもかかわらず、

特には言及しません。

——　彼らが進学する中学校の授業風景は推し
て知るべし、でしょうね？
　そうです。不登校との関係で言うと、そうした

児童生徒は授業に集中する習慣が形成されない

分、学力も下がり、｢勉強が嫌い｣ になりがちです。

中学校でも、机に突っ伏したりしています。

——　不登校になりやすい、ということですね。
　そうです。｢非行・遊び型｣ の不登校になるか、

学校を荒らして気の弱い生徒を不登校にするか

…。いずれにしても、大きな問題のはずです。

——　確かにそうした授業の実態は、「学力」に
影響しているかも知れません。しかし、対人関係
については、関係ないと思いますが？
　そんなことはありません。日本の学校の特長は、

授業の中での生徒指導にありました。例えば、多

くの小学校の教室には「声のものさし」や ｢人の

話を聞くときには…」といった掲示物が貼られて

いるはずです。最近はやりの「コミュニケーショ

ン能力」の、いわば土台を育む工夫です。

——　隣の人と相談するときやグループで話し
合うときの声の大きさを示す図ですね。あるいは、
話している人の方に身体をむけるとか…。
　問題のある授業が目立つ小学校では、そうした

掲示物が同じ学年内でも揃
そろ

っていない、掲示され

てはいても指導が不徹底，ということが多いので

す。当然、高学年にもなると、授業中の児童の姿

勢が悪いのはもちろん、発表の仕方もひどく、声

が小さかったり、聞く態度がなってなかったり。

　ところが、こうした学校ほど、別な時間を使っ

てコミュニケーション能力のトレーニングを導入

したいという話題が出ます。対人関係は授業と無

関係と考えがちですが、大きな勘違いです。

——　確かに、昔は、きちんとしていました。
　先生方はもちろん、地域や家庭も同じような価

値観を共有していました。日々の生活や授業の中

で、折に触れ児童を諭し，育てていました。

——　昔、行われていた、基礎や土台を育むた
めの智恵が無駄になっている感じですね。
　基礎や土台がつくられないまま小学校に入って

くる児童が増えたのですから、今まで以上に手を

かける必要があるのに、問題に対応するという「治

療」の発想に染まり、結果的に ｢教育｣ がおろそ

かになってきた嫌いはあります。

　そうしたおざなりになってきた点を見直し、新

たな智恵も加えて「授業づくり」や「集団づくり」

を進めていくことが、「未然防止」なのです。



　従来の不登校対策（「不登校になった児童生徒に対して自立を促す」ための施策）は、欠席日数
が 30 日を超える前後から取り組まれることが少なくありませんでした。しかし、「不登校を減らす」
ためには、事が起きてから対応するという発想では間に合いません。そこで必要になるのが、予防
教育的な不登校対策（「不登校を生まない学校の取組を促す」ための施策）です。

　それは、大きく分けると「1. 未然防止」と「2. 初期対応」に分けることができます。このとき、
両者は大きく発想が異なる点に注意してください。
　前者は、全ての児童生徒を対象に、日々の授業や学校生活の中で、児童生徒が「学校に来ること
が楽しい」と感じられるような「魅力的な学校づくり」を進めていくことを意味しています。その
中心は、「授業づくり」であり、「集団づくり」です。単なる「居場所づくり」にとどまることなく、

「絆
きずな

づくり」を見据えた「授業づくり」や「集団づくり」を行っていくことが大切です。一部の「気
になる児童生徒」に対して対人関係スキルを教えてあげる、教育相談をしてあげる等の発想は、こ
こで言う「未然防止」ではないことに注意してください。
　後者は、前年度までに休みがちであった児童生徒を中心に、安易に休ませないための対応です。
速やかに、早期発見 ･ 早期対応を行うための準備は、前年度の出欠席情報の収集から始まります。
学級編成や学級開きを工夫するなどして、彼らが休まないで済むように考えます。そして、休み始
めたら、即、チームで対応していきます。
　上記の「未然防止」「初期対応」を行っても、なお、欠席が 30 日を超える児童生徒はいます。その先は、
彼らが学校復帰 ･ 社会復帰できるよう、事後の対応やケアで「3. 自立支援」を行うことになります。

　大切なことは、上記の対応の順番を間違えないことです。ややもすれば学校は目の前で起きてい
る問題への対応に目を奪われ、事後対応（＝「3. 自立支援」）中心の取組に陥りがちです。だからこそ、
市町村の教育委員会には、各学校に対して、まずは「1. 未然防止」、次いで「2. 初期対応」、そして「3. 自
立支援」の順に取り組むべきであることをはっきりと伝え , そうした取組の着実な実施を促すことが
求められます。本冊子が市町村教育委員会向けにまとめられているのは、そうした理由からです。

ここまでの話を整理すると…

「不登校」に取り組む際の三つのステップとその流れ



４｢中 1ギャップ ｣の
正しい理解 ...18

安易に用いられがちな「中１ギャップ」の
語に基づく議論の問題点について解説。
また、広く信じられている「不安感が中
１ギャップの原因」という事実は確認で
きないというデータも紹介。

５長期欠席全てを問
題にする ...22

30 日以上の長期欠席のうち、「不登校」
を理由としない「病気」や「その他」の
欠席も視野に入れて対策を講じることの
必要性を解説。「不登校」のみに対応する
だけでは問題が解消しないことを示す。

６心理検査は何のた
めかを考える ...24

不登校対策に有効なツールとして脚光を
浴びている市販の「簡易式心理検査」。予
防目的なら、必ずしも導入の必要はない
ことを解説するとともに、教育委員会が
行うべき支援の在り方を考える。

Part 2

教育委員会が、
踏まえるべき、
実証的な情報。
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——　様々な場面で、「中１ギャップ」という表
現が頻繁に用いられています。
　どのような事実に基づき、何を問題にしている

のかさえ曖昧であるにもかかわらず、あたかも確

固たる事実に基づき、多くの人々に共通理解され

た概念であるかのように広まってしまっているの

は、好ましい風潮とは思えません。

——　事実に基づく概念ではないのですか？
　当初は、中学１年生で不登校やいじめの数字が

急増することを指して用いられていましたが、今

では小中間の様々な違いや主に中学校で顕在化す

る様々な問題を一言で言い表す便利な言葉として

広まっているようです。事実と言うよりは、印象

に基づく概念と言えるでしょう。

——　しかし、現実にギャップはありますね？
　不登校の数字で言うと、あるとも言えるし、な

いとも言えます。いわゆる ｢問題行動等調査｣ で

示される「30 日以上の不登校｣ で比較すると、

急増と言いたくなるかも知れません。

　しかし、Part 1 で紹介した『中１不登校調査』

のデータからは、さほど大きなギャップは感じら

れません。中１から中２になる際にもかなり増え

ますから、中１だけの問題かどうかも疑問です。

——　不登校の数字については意見が分かれて
も、いじめのピークは中１で間違いないはずです。
　｢問題行動等調査｣ で示されている教師による

いじめの認知件数で見るなら、そのとおりです。

しかし、児童生徒を対象にしたアンケート調査か

らは、全く違った結果が得られます。

　いじめの種類によっても異なりますが、最も代

表的ないじめである「仲間はずれ・無視・陰口」

で見ると、被害経験は小学４年生から中学３年生

にかけてゆっくり減少します（右ページ図 4-1）。

また、加害経験は小学５年生から中学１年生く

らいまでがピークとなります（右ページ図 4-2）。

——　知りませんでした。中１になった時点
で、何もかもが急激に悪化していくかのような
イメージを抱いていました。
　｢中１ギャップ｣ という言葉だけが一人歩きし

て、そんなふうに誤ったイメージを抱く人が増

えていくことこそが、怖いのです。

　本当かどうか確認すらせずに、「中１ギャップ」

なるものが確たるものとして存在するかのよう

に信じる。それを解消すると称する取組がどこ

からかデータも示されずに提案され、みんなが

それを効果があると鵜
う

呑
の

みにする。いわゆる「思

考停止｣ が広がっているように感じます。

——　しかし、中１かどうかは別として、小中
間にはギャップがあると考えて間違いないので
はありませんか？
　小学校と中学校の間には、様々な違いがありま

す。一番分かりやすいのは、学級担任制が一般

的な小学校に対して、中学校は教科担任制をとっ

ているという制度上の違いでしょう。

——　ほかにも、制服があったり、校則があっ
たり、部活動が始まったり、といろいろあります。
　制服のある小学校もないわけではありません

し、制服のない中学校もあります。しかし、一

般的に言うと、そのとおりです。

　ただし、違いがあるとしても、それを ｢ギャッ

プ｣ と呼ぶ必要があるかどうか、そういった言

葉で問題にする必要があるかどうかは、また別

の話として考えるべきです。

■「中１ギャップ」という言葉で、安易
に問題を片付けるべきではない

４｢中 1ギャップ」
　の正しい理解

ギャップが本当にあるのか、不安感で本
当に不登校になるのか等、客観的なデー
タに基づいて判断する
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Part 2：教育委員会が、踏まえるべき、実証的な情報。

★「中１ギャップ」は存在するか？（いじめの場合）

図4-1：小学４年生から中学校３年生までの被害経験の推移（平成 16 年度小４）

図 4-2：小学４年生から中学校３年生までの加害経験の推移（平成 16 年度小４）

　加害経験・被害経験ともに、中学校１年生で明確にピークを迎えるという事実は確認できない。
※本ページの図は、国立教育政策研究所生徒指導研究センター『いじめ追跡調査 2007-2009　いじめ Q&A』平成 22 年 6 月、

より引用。

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 
	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

——　そうした違いが原因で不安になったり戸
惑ったりして、不登校が増えると言われています。
　この数年、よく聞く ｢俗説｣ のことですね。す

なわち、中１で不登校が増える原因は中学進学に

■進学に対する不安感を不登校の原因
と決めつけるのは誤り

対する不安感だから、それを軽減すれば不登校は

予防できる。具体的には、｢出前授業｣ や ｢体験

入学｣ などの「小中連携」が効果的だ、という…。

——　これは ｢俗説｣ なのですか？
　かなり多くの人々が信じているようですが、き

ちんとした裏付けはないはずです。



20

たのでしょう？
　報告書をきちんと読まないまま、調査の前提と

なった仮定の話（いじめや不登校の原因は不安感

等）が調査で検証されたものと勘違いし、伝言ゲー

ムが繰り返される中で「進学後の不安感」が「進

学に対する不安感」に置き換わり、現在の「出前

授業」有効説が完成したのではないでしょうか。

——　そうすると、不安感で不登校になること
自体を裏付けた調査は存在しないのですね？
　進学への不安で不登校になるとは限らない、こ

とを裏付けた調査ならあります。「俗説｣ の真偽

を確かめるため、生徒指導・進路指導研究センター

では不安感と不登校に関する調査を行いました。

——　そんな調査があるのですか？
　センターとしては、この冊子で初めて紹介する

資料です。Ａ県の協力を得て、県内全ての小学校

６年生を対象に、中学進学に伴う期待感と不安感

に関するアンケート調査を平成 22 年２月に行い

ました。このデータと平成 22 年３月（小６）時

の出欠席状況、平成 23 年３月（中１）時の出欠

席状況を調べ、不安感が原因で不登校になるとい

う事実が確認できるかどうかを検証しました。

——　どんな結果が得られたのでしょうか？
　結論から言うと、不安感が高いからといって不

登校になるわけではない、ということです。

　右ページの図 4-3 には、「小学校時代には欠席

が目立たなかったにもかかわらず中学校１年生時

には不登校になった生徒（新規不登校群）」と、「小

学校時代には欠席が目立たず中学校１年生時にも

不登校になっていない生徒（登校群）」の度数分

布を示してあります。

——　ここから、何が分かるのでしょうか？
　平均値を求めて単純に比較すると、新規不登校

群の方が僅かに不安感が高いことが分かります。

——　やはり、不安感は不登校と関係している
のではありませんか？

——　調査研究に基づく話だったように記憶し
ているのですが、違うのですか？
　話の大本になったと思われる調査研究は、確か

に存在します。 

　その報告書によれば、その調査研究では五つの

中学校に在籍する１年生を対象にして中学進学後

の人間関係やストレスに着目した調査を行ってい

ます。そして、５類型の不適応傾向を抽出すると

ともに、彼らの小学校時の適応感や社会的スキル

の有無等との関連を分析し、提言を行っています。

——　その研究が、「中 1 ギャップ」の原因は不
安感だと証明したわけではないのですか？
　違います。その調査研究では、中学進学後の不

安感やストレスが原因でいじめや不登校、その他

の不適応傾向を示すに至ったと考えられる 60 事

例を取り上げ、分析の対象にしています。それら

不適応傾向のことを ｢中１ギャップのあらわれ」、

時には「中 1 ギャップ」と呼び、小学校時の諸

要因などから説明しようとしているのです。

　つまり、この調査研究では、進学後の不安感や

ストレスによる不適応傾向に着目し、それら不安

感等が生じる過程を説明することが「中１ギャッ

プ」の要因解明と考えたわけです。

——　話が難しくて、理解できません。
　不登校等の原因は不安感やストレスをうまく処

理できないためとの前提に立ち、それらの不安感

等がどのように生じたかを検討したわけです。当

然、前提自体の真偽は検証されていませんし、異

なる原因のいじめや不登校は扱われていません。

　つまり、進学後の不安感等が増大する過程を検

討してはいるものの、不安感等の増大がいじめや

不登校急増（いわゆる ｢中１ギャップ｣）の原因

と言えるかを検討したわけではありません。まし

てや、中学進学に対する不安感から不登校になる、

小学校時にそれらを軽減すれば不登校は減る、と

いう説の根拠が示されたものではないのです。

——　それが、なぜ違う話として広まってしまっ
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　あわてないでください。分布をよく見ると、最

も不安感の高い（７点）生徒で新規不登校群になっ

た生徒は一人もいません。しかも、続く８点や９

点の生徒で見ても、新規不登校群は１名ずつです。

反対に、不安感が低い方にも同じくらい新規不登

校群はいますし、中くらいにはたくさんいます。

　要するに、不安感が強いと不登校になると言う

には、かなりの無理があると言うことです。不安

感が影響した可能性のある生徒もいる、という程

度のことなら言えると思います。

■適切な「小中連携」を行っていくこ
とが求められる

——　ということは、不安感解消のための小中
連携は不要なのでしょうか？
　中学校の先生が小学校で出前授業を行う目的が

｢中学校の先生は怖くないことを伝えるため」と

いうことであるなら、そういうことになりますね。

　しかし、中学校の先生が小学校に出かけていき、

小学生の反応や授業の仕方の違い等に気付くのは

意味のあることです。もちろん、その逆もです。

小中学校間の様々な違いが児童生徒に無用な戸惑

いを与えているようなら、何らかの配慮があって

然
しか

るべきでしょう。また、小学校同士の交流（小

小連携）も重要です。

——　どんな点で、小小連携は役立ちますか？
　交流を始めたら、各校の始業時間が違っている

ことに気付いた、という話もあります。あるいは、

授業中のきまりなども、かなり違うようです。

　また、どうしても不安感が気になるなら、各小

学校で行われている宿泊学習を、校区内で同じ日

に設定して一緒に行うことなども効果的です。中

学入学前に顔合わせをしておくことで、無用なト

ラブルが減ることでしょう。

——　ほかにも、いいアイデアはありますか？
　６年生のときの活動の様子を中学校の先生がき

ちんと見ておき、入学式の校長挨拶で触れるのも

良いと思います。「６年生のときにいろいろ活躍

してきたみなさんをこの中学校に迎えることがで

きて、とても誇りに思います」といった言葉を聞

けば、不安や緊張は消えるはずです。

——　確かに、｢中学の先生は怖くない｣ と話し
て、かえって不安を煽

あお
るような挨拶より、ずっと

素敵ですね。

図 4-3：Ａ県における小学６年生時の不安感別に見た、中学 1年生時の
｢新規不登校群｣ ｢登校群｣ 出現度数（平成 22 年度小６）
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——　「不登校｣ だけでも大変なのに、長期欠席
全部を問題にするのですか？
　ここまで、不登校だけでなく、長期欠席につい

ても並列して論じるようにしてきました。その理

由について、ここで整理しておきましょう。

　そもそも、特別な理由でもない限り、学校生活

を体験しないまま大人になることは、本人にとっ

ても社会にとっても大きなマイナスです。それは、

様々な体験の機会が失われてしまうから、という

一語に尽きるでしょう。その意味では、理由がど

うであれ、同じことです。

——　Part.1 の「初期対応」の説明の際にも、欠
席日数全体を計算する考え方でしたね。
　そうです。ところが、現状では、｢不登校｣ に

分類した場合には理由が問われ、それなりの対応

が求められるのに対し、｢病気｣ や ｢その他｣ に

分類した場合にはそれで終わりになりがちです。

——　確かに、｢病気｣ や ｢その他｣ に関しての
調査はなされていませんね。
　国の場合にはそれぞれの所管が明確になってい

るため、生徒指導関係では ｢不登校｣ を理由とし

た欠席を取り上げます。しかし設置者である市町

村や都道府県の場合、｢長期に欠席している｣ と

いうこと全てを対応の必要な事態として受け止め

るべきではないでしょうか。

　例えば、｢病気｣ 扱いされた児童生徒には補習

授業が組まれているのか、｢その他｣ 扱いされた

児童生徒については詳細な事情を聞きとるなどの

法 *1 に則した対応を行っているのか等、学校に

確かめていくべきなのです。

——　確かに、わざわざ補習授業を組んでいる
学校は少ないと思います。
　また、長期欠席全体で考えていくことを勧める

のには、もう一つ理由があります。それは、都道

府県や市町村によって ｢病気｣ と ｢不登校｣ と

｢その他｣ の比率が大きく異なっていることです。

——　確かに、同じ都道府県内なのに大きな違
いがあって、驚いたことがあります。
　同様に、小学校の ｢病気｣ の占める割合が大

きいことへの疑問や、｢不登校｣ が減ったとする

自治体の数字を調べたら、｢長期欠席｣ 全体では

減っていなかったという話などもあります。

——　実際に、どんな例があるのでしょうか？
　わかりやすいように、不登校率の高い地域の

中で大きく増加や減少を繰り返している所を例

にとって見てみましょう。児童生徒 1,000 人当

たりの長期欠席出現率の推移を、10 年間分、理

由別に示してあります。（右ページの図 5-1）

　下から順に、｢不登校｣ ｢病気｣「その他｣ ｢経済

的理由｣ を積み重ねたグラフなので、一番上の

線が長期欠席全体の推移を示すことになります。

——　小学校と中学校では、随分違います。
　小学校全体と中学校全体では、ほぼ 4 〜 5 倍

でしょうか。既に申し上げたとおり、「30 日」と

いう同じ基準で見るとこうなります。

　小学校の場合、長期欠席全体はさほど大きく

変動していないことがわかります。｢病気｣ の占

める割合も全体の 3 分の 1 と高いですが、比較

的安定しています。ただ ｢不登校｣ が次第に減っ

ている一方で、｢その他｣ は増えています。

——　中学校の場合、長期欠席全体も「不登校」
も大きく増減していますね。

■｢病気｣ や ｢その他｣ に分類したらそ
れで終わり、ではない

５長期欠席全て　
を問題にする

｢不登校｣ だけでなく、「病気」や「その他」
も含めた長期欠席全体を減らしていくこ
との重要性を理解する

*1　学校教育法施行令第 20 条
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図 5-1：Ｂ地域における ｢長期欠席児童生徒数」の理由別推移 (1000 人当たり比率）

　中学校は、この図の１〜３年目頃は ｢病気｣ の

出現率が小学校と同程度です。それが、４〜５年

目でほぼ倍増し、｢その他｣ も２〜３倍になり、

長期欠席全体を押し上げています。にもかかわら

ず、同じ時期の ｢不登校｣ だけが減っています。

——　しかし、６年目には、その反動のように
｢不登校｣ が増えていますね。
　それが、長期欠席全体を押し上げています。た

だ、その後、９年目にかけて ｢不登校｣ は減少

し、長期欠席全体も減っています。ただし、同時

期の ｢その他｣ は増える傾向にあり、10 年目に

は 6 年目のほぼ倍になります。

　どんな基準で ｢その他｣ に分類しているのか、

後の対応はきちんとなされているのか、気になる

ところです。

——　ただ、学校現場では、どの理由に分類す
るかの判断に悩むことも事実です。
　分類に迷う事例を検討したＣ県の資料を見せて

いただいたことがあります。確かにどの分類にす

るか迷いました。そうした資料を作成・検討した

労力には、本当に頭が下がる思いです。

　しかし、そうであればなおさら、｢病気｣ であ

れ「不登校」であれ ｢その他｣ であれ、理由（児

童生徒の状況）にふさわしい対応を学校が行って

いるかどうかまでを、教育委員会は問題にしてい

くべきだと考えます。

——　具体的には、どのようなことが考えられ
ますか？
　先に触れた ｢病気｣ 扱いや「その他」扱いの対

応のほかで言うと、最近増えているのが、家庭的

な要因が大きい場合に ｢その他｣ に含める事例で

す。そうであるなら、SSW（スクール・ソーシャ

ル・ワーカー）や市町村の福祉部局等に話をつな

いでいるのかを、必ず学校に確認すべきでしょう。

——　調査のための分類ではなく、適切な対応
を行うための分類、ということでしょうか？
　そのとおりです。何の対応もなされないまま、

ただ分類して報告すれば終わりというのでは、報

告していただいている意味がありません。

　要するに、児童生徒が学校に来ないということ

自体が、児童生徒自身、あるいは家庭や学校に何

らかの課題があることを示すシグナルと受け止め

るべき、ということです。最近では、児童虐待の

可能性も含めて考えていく必要があります。

——　学校を休むということを容認する雰囲気
が、昔よりも強くなっている気がします。
　ここでは、欠席自体の良し悪

あ

しを問題にしたい

わけではありません。児童生徒の欠席に対して、

きちんと状況を把握し、必要な対処がなされてい

るのかを、問題にしているのです。もし、欠席が

適切な処置であるというなら、それはそれで問題

ではありません。

※本ページの図は、『学校基本調査』の各年度版より作成。
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——　不登校施策の一環として、市販の心理検
査を導入する自治体も増えているようですが ?
　どのような点で効果があると判断し、結果をど

のように活
い

かすつもりで導入しているのでしょう

か。不登校やいじめの予防に効果的といった話を

鵜
う

呑
の

みにして導入してみたという程度の話なら、

見直した方がよいでしょう。

——　効果はない、ということですか？
　何の効果もないとは言いません。学級経営の改

善に役立てたという話も聞きます。しかし、不登

校やいじめの予防に効果的という点については、

根拠となるデータが示されているわけではありま

せん。むしろ、目的や活用法によっては無意味、

時には逆効果ということもあり得ます。

　そもそも検査自体が児童生徒を変えてくれるわ

けではありません。｢人間ドック｣ を受診しただ

けで健康になるわけではないのと同じです。しか

し、それに近い思い込みがあるのではと感じます。

——　心理検査について、少し教えてください。
　学校関係者に馴

な

染
じ

みのあるもので言うなら、発

達障害の有無を判定するために用いられている知

能検査の類いがあります。専門的な治療や指導に

役立てるための診断が目的ですから、個別式検査

が用いられることが一般的です。

　一方、最近、不登校関係で役立つと話題になっ

ているのは、そうした専門的な心理検査とは異な

る簡易式のものです。アンケート形式の集団式検

査で、もともとは学級評価のために開発されたと

聞いています。今では不登校やいじめの予防にも

役立つという話になっているようですが…。

——　両者には、大きな違いがあるのですか？
　前者のような心理検査の場合、少なくとも保

護者の同意を得ることなく勝手に実施すること

はないはずです。実施する場合にも、個別式検査

ですから、検査に適した環境下で行います。き

ちんとした結果を得たいのですから、当然です。

　後者の場合には、特に保護者の同意を得るこ

となく実施されているようです。単なるアンケー

トだと考えれば、構わないのかも知れません。

——　児童生徒一人一人の特性まで明らかにな
る点で、「単なるアンケート」ではなく、専門的
なものという印象を受けますが違うのですか？
　記名式であり、個人別の評点も提供されますか

ら、そんなふうに感じられるのかも知れません。

しかし、個々の児童生徒の特性を正確に測定で

きるかどうかについては、疑問も残ります。

　一般に集団式検査の結果は、個別式検査ほど

には信頼できないと考えるのが普通です。また、

短時間で実施できるよう、項目数も少なめになっ

ている分、精度も低くなります。もちろん、そ

もそも何を検査するのか、にもよるのですが…。

——　確かに、そうした検査の結果に対して不
審を抱く教職員もいます。
　簡易式の心理検査に限らず、アンケート調査な

どの結果に対して不審を抱く先生方の代表的な

疑問は、「直前の休み時間にケンカをしたかどう

か等によって、回答は幾らでも変わるのでは？」

というものと言えるでしょう。

——　その日の朝に保護者とケンカをしたとか、
先生から叱られたとかいうような場合、大丈夫
かなと思うことはあります。
　個人の状態を正確に把握することが目的なら、

そもそも集団式検査や、学級等で一斉に記入す

■検査やアセスメントの目的や効用を
はっきりさせる

６心理検査は何の
　ためかを考える

不登校やいじめの未然防止に本当に役立
つのか、学校の取組改善に必要な情報は
何かを考え、施策を講ずる
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るアンケートは不向きと言えます。

　ただ、個人ではなく、学級や学年の児童生徒の

傾向を把握するのが目的であるというのなら、話

は変わってきます。

——　どういうことでしょうか？
　そもそも、一般に言うアンケートとは、意識調

査や社会調査のことです。心理検査のように個人

を対象として診断や検査、つまりテストをするの

ではなく、集団の傾向を捉えることが目的です。

　ですから、たまたま朝ケンカをしてきた子供が

いる一方で、たまたま早起きしてすっきりしてい

る子供がいたりすることで、全体としては帳消し

になると考えるわけです。実際、数が多くなれば

なるほど、そういった偶然による ｢誤差｣ につい

ては互いに打ち消し合うと期待できます。

——　学級や学年、あるいは学校全体を評価す
る目的ならば大丈夫、ということですか？
　そのとおりです。ある程度の数がまとまれば、

先生方の不審は消えるはずです。もちろん、数が

少なくなればなるほど信頼性は低くなりますか

ら、学級の児童生徒数が 20 人を切るような場合

には、学年での分析にとどめる方が無難でしょう。

　どうしても個人の評価にこだわり、精度を高め

たいのであれば、項目数の多い個別式検査を使っ

たり、同時期に何度も繰り返すしかないでしょう。

——　簡易式の心理検査は個人の特性を評価す
るのには使えない、ということでしょうか？
　少ない項目と集団式検査で手軽に実施できるの

が、簡易式心理検査の特長です。しかし、それは

そのまま個人の特性を評価する際の精度の低さを

意味します。両立は難しいのです。

■「不登校」やいじめの未然防止や初期
対応に役立てるのは困難

然防止」や「初期対応」) に役立てられると考え

ている時点で、「不登校」の現実を知らない人の

発想のように感じます。

——　どういうことでしょうか？
　市販の心理検査を実施するのが 5 月だとしま

しょう。集計結果が届くのは、更に後です。つま

り、４月初めから考えると、２か月はかかります。

GW の休みを除いても、｢不登校経験あり｣ 群（10

ページ参照）の児童生徒なら、その間に 30 日以

上の欠席が予想され、間に合いません。

　むしろ、前年度までの欠席情報があり、休み始

めた直後からの対応という ｢初期対応｣ を行って

いる学校ならば、市販の心理検査を用いる必要は

ありません。

——　では、｢不登校経験なし｣ 群の中から、潜
在的な可能性のある児童生徒を予見するために用
いる、という使い方ならどうでしょうか？
　｢経験なし｣ 群を不登校にさせないための ｢未

然防止」の取組は、何よりも「授業づくり」や「集

団づくり」の改善であると、Part 1 でお話しして

きました。

　自分の授業や学級経営を改善する代わりに、落

ちこぼれそうな児童生徒を記名式検査で見つけ出

し、個別に対応を行っていくことで予防を図ると

いう発想になるなら、本末転倒になります。

——　いじめが原因で不登校になる児童生徒も
います。いじめの早期発見には役立ちませんか？
　そもそも、いじめのアンケートを記名式で行う

という発想自体、いじめという事象について理解

していないのではないかと感じます。

　誰かに助けてほしいけれど教師や友達には知ら

れたくないと考えるのが、いじめ被害者です。な

ぜなら、秘密をみんなにばらすと脅したり、いじ

められていることを恥ずかしく思わせることで孤

立させていくのが、いじめの手口だからです。記

名式なら被害者や加害者が簡単に分かって便利、

という安直な発想で児童生徒に接してもらっては

困ります。

——　不登校になりそうな児童生徒を休み始め
る前に発見することについては、どうですか？　

　発見できるかどうか以前に、不登校の予防（「未
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——　しかし、「いじめの発見率の精度も 95％」
といった話を聞いたりもします。
　そもそも大人の目で完全には把握できないいじ

めについて、発見率が計算できるかのように謳
うた

う

こと自体、おかしな話です。

　恐らくは大人に認知されたうちの 95％という

計算か、いじめられていると答えた子供のうち

95% という計算を、発見率と呼んでいるのだと

思われます。それを、まわりの誰も気付いていな

いいじめまでをも発見できるかのように誤解させ

る、誇大な表現と言わざるを得ません。

——　潜在的なものまで発見できるわけではな
いのですか？
　現時点では、あり得ない話だと思います。むし

ろ、そう期待することが、大きな弊害を生みます。

　いじめられていると答えられなかった児童生

徒、あるいはアンケートの実施後にいじめられ始

めた児童生徒については、リストに名前が挙がっ

てきません。そのため、本当は対応が必要な児童

生徒であるにもかかわらず、心配のない児童生徒

と教師が信じ込んで見過ごす危険性が高まりま

す。記名式であることが、裏目に出るのです。

■教育委員会は、学校や教師の支援の
ために何をするのか

——　では、あくまでも学級評価として受け止
め、｢授業づくり｣ や ｢集団づくり｣ を見直すた
めに実施するなら役に立つ、ということですか？
　それなら、あり得るでしょうね。「自分の授業

や学級経営の反省材料にするために実施したい｣

という話はよく聞きます。しかし、もし本当にそ

れが目的なら、無記名式の単純なアンケート、学

校で作成したようなものでも十分なはずです。

——　答えた児童生徒の名前を知りたいという
のは、人情だと思いますが？
　だからこそ危険なのです。否定的な回答をした

児童生徒の名前を知ることで、教師が素直に反省

することが困難になる、児童生徒に偏見を抱きか

ねない、などが容易に予想できます。実際、児童

生徒個人や保護者の側
がわ

に非を求めようとする教師

は少なくないのでは、と危惧します。

　本気で反省に役立てたいのなら、無記名式であ

ること、そして、「先生の授業は分かりやすい」「先

生はえこひいきをする」等の教師に関する質問項

目が含まれていること、の 2 点は不可欠です。

——　それは、教師にとっては「きつい」ですね。
喜んでアンケートをする気分にはなりません。
　そうだとするなら、学級評価をしたいのではな

く、誰が問題児なのか、誰が自分に対して好まし

い評価をしているのかを知りたいためにアンケー

トをしているのでは、と受け取れてしまいます。

——　そう言われると、身も蓋もありませんね。
　公立学校や自治体といった公的な立場で公費に

よって実施する以上、何が目的で、何の役に立つ

のかを、きちんと判断する必要があります。教師

の資質向上や学校運営の改善等に、どのような調

査や検査が必要なのかを考えていくべきでしょ

う。また、保護者の同意を得ないで実施すること

や、検査結果から「問題がある児童生徒」とラベ

リングするだけで終わりかねない点についても、

熟考すべきだと思います。

　本当に必要な情報を収集して、それをきちんと

役立てるという姿勢を、教育委員会は率先して持

つことが問われる時代になっていると思います。

——　不登校の ｢未然防止｣ や ｢初期対応｣ に
は必要ない、という結論でよいですか？
　少なくとも ｢未然防止｣ や ｢初期対応｣ の際に

簡易式心理検査等が役立つ可能性の低さは、お話

してきたとおりです。個別式検査を事後対応（｢

自立支援｣）に役立てるつもりなら、児童生徒の

様子にもよりますが、あり得るかも知れません。

　いずれにせよ、この冊子の目的は、各学校がま

ず「未然防止」に適切に取り組み、次いで「初期

対応」に移る施策の必要性を説くことにあります

（16 ページ参照）。その観点から言えば、特に必

要なもの、役立つものとはならないでしょう。
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本冊子のねらい

★不登校の問題を解消するには、以下のような大きく異なる二つの施
策が必要です。

　　①「不登校になった児童生徒に対して自立を促す」ための施策
　　②「不登校を生まない学校の取組を促す」ための施策

　本冊子は、依然として高い水準にある不登校、更には長期欠席を「減
らす」上で効果のある、上記②の施策の必要性や考え方について解説
するとともに、エヴィデンス（科学的な根拠）に基づいた正しい情報
の提供を目的として、作成されています。


